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令和２年１２月１７日 
保 健 福 祉 政 策 部 

 
社会的検査の実施状況について 

 
１ 主旨 

現段階の社会的検査の実施状況について、次のとおり報告する。今後も実施状況の整理・

分析を継続し、適宜、議会に報告する。 

 

２ 社会的検査の実施状況等について（１２月１４日時点） 
（１）総括 
 随時検査 定期検査 合計 

実施設数 ２６施設 ９１施設 １１７施設 

延べ施設数 ４９施設 １５５施設 ２０４施設 

検査数 ９３３件 ２，６８６件 ３，６１９件 

陽性者数（陽性率） ３５件（3.75%） １８件（0.67%） ５３件（1.46%） 

陽性把握実施設数 ３施設 ７施設 １０施設 

施設内濃厚接触者数 ０人 ０人 ０人 

 
（２）週ごとの実施状況 

各週 
延べ施設数（か所） 検査数（人） 陽性者数（人） 

随時検査 定期検査 随時検査 定期検査 随時検査 定期検査 

10/ 2～10/ 4 3 0 109 0 1 0 

10/ 5～10/11 3 8 8 151 0 1 

10/12～10/18 2 1 2 1 0 0 

10/19～10/25 1 18 1 151 0 0 

10/26～11/ 1 5 4 23 130 0 0 

11/ 2～11/ 8 3 4 4 98 0 0 

11/ 9～11/15 2 10 54 239 0 12 

11/16～11/22 5 16 172 393 5 1 

11/23～11/29 5 17 167 219 0 1 

11/30～12/ 6 8 27 274 558 17 2 

12/ 7～12/13 7 44 66 659 6 1 

12/14 5 6 53 87 6 0 

合計 
49 155 933 2,686 35 18 

204 3,619 53 
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（３）受検状況 

  ①区内施設
上段 か所数 

下段 人数 

②希望施設 
上段 か所数 

下段 人数 

希望割合 

（②／①） 

③受検施設 
上段 か所数 

下段 人数 

受検割合 

（③／②） 

介

護

事

業

所 

特別養護老人 

ホーム等 

54 か所 24 か所 44.4% 14 か所 58.3% 

約 1,200 人 703 人 58.6% 556 人 79.1% 

介護老人保健施設 
10 か所 2 か所 20.0% 0 か所 0.0% 

約 400 人 83 人 20.8% 0 人 0.0% 

有料老人ホーム等 
144 か所 70 か所 48.6% 36 か所 51.4% 

約 3,600 人 2,917 人 81.0% 1,713 人 58.7% 

認知症高齢者 

グループホーム 

44 か所 21 か所 47.7% 8 か所 38.1% 

約 1,000 人 371 人 37.1% 148 人 39.9% 

通所介護等 
265 か所 91 か所 34.3% 21 か所 23.1% 

約 3,900 人 1,047 人 26.8% 273 人 26.1% 

訪問介護等 
359 か所 130 か所 36.2% 13 か所 10.0% 

約 8,000 人 2,236 人 28.0% 185 人 8.3% 

小規模多機能介護等 
14 か所 6 か所 42.9% 2 か所 33.3% 

約 200 人 90 人 45.0% 17 人 18.9% 

居宅介護支援等 
269 か所 102 か所 37.9% 12 か所 11.8% 

約 900 人 425 人 47.2% 68 人 16.0% 

その他(高齢施設) 
42 か所 9 か所 21.4% 1 か所 11.1% 

約 200 人 40 人 20.0% 10 人 25.0% 

障害者関連施設 
299 か所 

― ― 
6 か所 

― 
約 3,000 人 88 人 

保育園、幼稚園・ 

児童養護施設等 
― ― ― 

4 か所 
― 

36 人 

小中学校・新 BOP ― ― ― 
3 か所 

― 
65 人 

総計 
1,500 か所 455 か所 30.3% 120 か所 26.4% 

約 23,000 人 7,912 人 34.4% 3,159 人 39.9% 

※ ②は希望調査において、社会的検査を希望すると回答があった施設及び 

当該施設の職員数（12/14 現在） 

※ ③は社会的検査を受検した施設及び当該施設の受検した職員数（利用者を

除く）（12/14 現在） 

 

＜分析等＞ 

 感染防止の取組みをより徹底したうえで受検する意向が強く、受検を希望する施設

（受検した施設を含む）の割合は、全体の３割となっている。 

 特別養護老人ホームについては、比較的規模の大きい施設において、受検を希望する

施設（受検した施設を含む）の割合が高いと考えられる。 

 介護老人保健施設については、医療機関が経営母体である施設が多いため、社会的検

査によらずＰＣＲ検査を実施できる体制があること等により、希望する施設の割合が

低いと考えられる。 

 有料老人ホームについては、区内・区外に複数施設を運営する企業の場合、陽性者が

発生した場合に事業継続のための体制整備も可能であるため、希望する施設の割合が
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高いと考えられる。 

 認知症高齢者グループホームについては、施設の特性から入所者自身による感染予防

が難しく、陽性者が発生した場合のクラスター化のリスクが高いため、希望する施設

の割合が高いと考えられる。 

 訪問介護や居宅介護支援等の訪問・通所事業所については、複数の事業所を掛け持ち

している職員が比較的多いため、職員の勤務ローテーションの日程調整が難しいこと

から、希望する施設数に比べて、受検した施設数の割合が低くなっている。 

また、これらの施設については、狭小の事務所であることが多く採取スペースを確保

することが難しいことや、事務所に出勤せずに利用者の自宅を直接訪問することが多

く、指定された日のみの検体採取では日程調整が難しいため、１１月下旬に確保した

検査会場を活用した手法等により、受検施設を増やしていく必要がある。 

 引き続き、定期検査の実施施設を増やすため、定期検査の効果について周知を行うと

ともに、各施設に対して施設所管部と委託業者のコールセンターより、それぞれ案内

を行い、受検を促していく。 

 
３ 社会的検査での陽性の発生状況及び対応（令和２年１２月１４日現在） 

社会的検査では、職員等の陽性の発生事例がこれまでに１０件発生している。なお、発

生状況及び対応については、以下のとおり。 

施設 
検査数 

上段：発生日以前 

下段：発生日以後 

発生日 
（陽性確認日） 

対応 

特別養護老人

ホーム（介護老

人福祉施設） 

※短期入所生

活介護含む。 

職員４８人 

利用者５３人 

 計１０１人 

 →職員１人陽性判明 
10 月２日 

・職員、入所者を対象とした随時検査を実施し、職員

１人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 職員３人 

 →全員陰性 

通所介護 

職員２０人 

 →職員１人陽性判明 10 月７日 

・定期検査を実施し、職員１人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 ― 

有料老人ホー

ム（特定施設入

居者生活介護） 

職員５９人 

 →職員２人陽性判明 

11 月９日 

・定期検査を実施し、職員２人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 

・その後、利用者の随時検査を実施し、陽性者の発生

は認められなかった。 

利用者５２人 

 →全員陰性 

特別養護老人

ホーム（通所介

護施設、訪問介

護事業所、居宅

介護支援事業

所併設） 

※短期入所生

活介護含む。 

職員８１人 

 →職員１０人陽性判

明  

11 月 13 日 

～ 

11 月 17 日 

・11 月 13 日に定期検査を実施し、職員３人の陽性判

明。 

・11 月 14 日に定期検査を実施し、職員７人の陽性判

明。 

・11 月 16 日、未受検の職員の随時検査を実施し、職

員３人の陽性判明。 

・11 月 17 日に利用者（特養入所者）に対する随時検

査を実施し、利用者２人の陽性判明。 

  陽性者合計 職員１３人・利用者２人 計１５人 

職員６７人 

利用者９７人 

 計１６４人 

 →職員３人、 

利用者２人 

計５人陽性判明  

認知症高齢者

グループホー

ム 

職員２６人 

 →職員１人陽性判明 

11 月 20 日 

・定期検査を実施し、職員１人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 

・その後、未受検の職員、利用者に対する随時検査を

実施し、陽性者の発生は認められなかった。 

職員７人 

利用者１８人 

 計２５人 

 →全員陰性 
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施設 
検査数 

上段：発生日以前 

下段：発生日以後 

発生日 
（陽性確認日） 

対応 

特別養護老人

ホーム（介護老

人福祉施設） 

※短期入所生

活介護含む。 

職員４４人 

→職員１人陽性判明 

11 月 25 日 

・定期検査を実施し、職員１人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 

・その後、未受検の職員、利用者に対する随時検査を

実施し、陽性者の発生は認められなかった。 

職員２６人 

利用者１１４人 

 計１４０人 

 →全員陰性 

特別養護老人

ホーム（介護老

人福祉施設） 

※短期入所生

活介護含む。 

職員４９人 

 →職員２人陽性判明 

12 月 3 日 

・定期検査を実施し、職員２人の陽性判明。 

・調査の結果、施設内の他の職員や利用者の中に濃厚

接触者の存在は認められなかった。 

・その後、見受検の職員、利用者に対する随時検査を

実施し、陽性者の発生は認められなかった。 

職員１９人 

利用者３１人 

 計５０人 

 →全員陰性 

有料老人ホー

ム（特定施設入

居者生活介護） 

職員５４人 

利用者７７人 

 計１３１人 

 →職員２人、 

利用者１５人 

  計１７人陽性判明 

12 月 4 日 

～ 

12 月 14 日 

・11 月 28 日に職員の発熱等の症状に伴い、保健所に

よる従来型検査を実施し、職員１人の陽性判明。 

・保健所による調査の結果、濃厚接触者の範囲が広範

に及ぶ恐れがあることから、社会的検査（随時検査）

の枠組みを活用して、職員及び利用者全員を対象と

した随時検査を実施することとした。 

・社会的検査のほか、保健所による従来型検査によ

り、職員１人、利用者４人の陽性判明。 

・12 月４日に随時検査を実施し、職員２人、利用者 

１５人の陽性判明。 

・12 月７日に随時検査を実施し、職員１人、利用者５

人の陽性判明。 

・12 月８～14 日において、これまでの検査において

陰性であった職員２人、利用者７人について、熱発

等のため再検査（従来型検査）を実施し、陽性判明。 

・12 月 14 日に未受検の職員への随時検査を実施し、

職員１人の陽性判明。 

陽性者合計 職員８人・利用者３１人 計３９人 

 ※従来型検査を含む。 

職員６人 

利用者２２人 

 計２８人 

 →職員２人、 

利用者５人 

  計７人陽性判明 

  ※従来型検査によ

り、職員４人、利

用者１１人の計

１５人陽性判明 

認知症高齢者

グループホー

ム 

職員１２人 

 →職員１人陽性判明 

12 月 11 日 

・定期検査を実施し、職員１人の陽性判明。 

・濃厚接触者については調査中。 

・12 月 14 日、未受検の職員、利用者に対する随時検

査を実施し、陽性者の発生は認められなかった。 

職員１人 

利用者１８人 

 計１９人 

 →全員陰性 

都市型軽費老

人ホーム 

職員８人 

利用者１７人 

 計２５人 

 →職員２人 

利用者３人 

計５人陽性判明 

  ※医療機関による

ＰＣＲ検査によ

り、利用者１人

陽性判明 

12 月 14 日 

・12 月９日に利用者の入院前の医療機関によるＰＣ

Ｒ検査において、利用者１人の陽性判明。 

・保健所による調査の結果、濃厚接触者の特定が難し

いことから、社会的検査（随時検査）の枠組みを活

用して、職員及び利用者全員を対象とした随時検査

を実施することとした。 

・12 月 14 日に随時検査を実施し、職員２人・利用者

３人の陽性判明。 

陽性者合計 職員２人・利用者４人 計６人 

 ※医療機関によるＰＣＲ検査を含む。 － 

合計 １０か所、５３人（職員２８人、利用者２５人） 
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 陽性発生後の定期検査の状況 

 １回目 ２回目 ３回目 

未実施 ６か所 － － 

 案内済 ４か所 － － 

 日程調整中 ２か所 － － 

実施済 － － － 

合計 ６か所   

 

＜分析等＞ 

 社会的検査（定期検査）の結果、無症状の陽性者が発生した施設内において、濃厚接

触者の発生したケースはない。社会的検査を受検した施設においては、施設内におけ

る、適切な感染予防が徹底されているものと考えられる。 

 この間の社会的検査（定期検査）で把握された陽性者は、すべて無症状であり、現時

点では無症状のまま健康観察期間を終了している。 

 従来型検査等により陽性者を確認し、保健所の疫学調査において濃厚接触者の特定が

困難であるケースにおいては、その後の社会的検査（随時検査）で多数の陽性者が発

生する事例が認められた。 

 保健所による従来型検査により陽性者を確認し、濃厚接触者の範囲が広範に及ぶ恐れ

がある場合は、社会的検査（随時検査）の枠組みを活用して、職員及び利用者全員を

対象とした社会的検査（随時検査）を実施することで、陽性者の早期発見及びクラス

ター防止対策を迅速に行うことができた。 

 特に重症化リスクの高い、高齢者や基礎疾患を有する方の陽性者を無症状の段階で早

期に発見し、入院措置することで、有症状になった場合でも迅速な対応が可能になる。 

 


